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上、耐震補強工事を実施してください。耐震診断、耐震補強工事完了後、結果につい

て報告していただきます。 

２ 本物件は新築から長期間が経過しており、また、体育館・格技場を除き平成２０年

４月から未利用となっています。建物及び諸設備の劣化が進んでいるため、大規模な

修繕や解体等が必要となる場合があります。 

３ 現況有姿での引渡しとなりますので、必ず入札参加者ご自身において、現地等の調

査確認を行ってください。建物に残置している物品等については、落札者において撤

去・処分してください。ただし、自転車置き場、防球ネット、及び一部の植栽は、県

が解体・撤去の上、引き渡します。 

４ 確定測量は実施済みです。 

５ 土壌汚染状況調査及び地質調査については実施していません。 

６ 売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊

営業、同条第１３項に規定する接客業務受託営業の用、暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の事務

所の用、無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第 １

４７号）第５条に規定する観察処分の決定を受けた団体の事務所又はその他これに類

するものの用並びに破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）に基づく破壊的団

体等がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に供することを禁じます。 

７ 土地・建物売買契約書には、売主の契約不適合責任を免責する旨の特約を設けます。 

８ 土地・建物売買契約書には、土地・建物の使用用途を記載し、原則、所有権移転完

了後２年以内にその使用用途に供用しなければなりません。供用開始から５年以上の

間、その使用用途に供用しなければなりません。また、買主が使用用途、供用開始時

期又は供用期間に反したときは、売主が買い戻す旨の特約を設けます。所有権移転登

記と同時に買戻特約の登記を行います。 

９ 越境物等があった場合は、落札者が越境物所有者と協議してください。 

１０ 対象不動産は、市街化調整区域に立地しています。土地・建物の使用用途及び予

定する建築計画については、必ず毛呂山町と協議してください。 

１１ 落札者は、土地・建物の使用用途が都市計画法や建築基準法など法令の要件に適

合するよう、必要な手続き及び建物の改修等を行ってください。 

１２ 東京電力パワーグリッド株式会社の本柱９本及び支線１本があります（移設の可

否については、設置者との協議が必要です）。 

 

（建物等の解体撤去について） 

第３２ 自費で建物（建物の付帯設備、工作物その他一切の動産を含む。）を解体撤去

する場合、この土地の所有権移転後、原則２年以内に完了することとします。 

２ 解体に係る騒音・振動、粉じん対策については、次のとおり配慮してください。 
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（１）建設資材は、原則として排出ガス対策型、低騒音型、低振動型を使用してくださ

い。 

（２）騒音・振動計は、外部から表示を確認できるように敷地境界付近に設置してくだ

さい。 

（３）解体防音パネル等を解体建物の周囲に設置し、騒音対策を講じてください。 

（４）作業は、十分に散水等を行い、粉じんの飛散防止に努めてください。 

 

（その他） 

第３３ この要領に定めのない事項については、埼玉県財務規則（昭和３９年３月３１

日規則第１８号）その他関係法令の定めるところによります。 

２ 第１６により実施された再度の入札で落札候補者がなかったとき、埼玉県は入札参

加者のうちから希望を募り、契約の交渉に入ることがあります。 

 

（配慮義務） 

第３４ 購入者は、周辺住民に土地利用計画の周知を図るとともに、住民の意見を十分

聴取するなど、適切な対応に努めてください。 

 

（入札結果の公表） 

第３５ 入札結果の確定後、落札者名、落札金額及び入札参加者数を県ホームページに

て公開しますので、あらかじめ御了承ください。 

  なお、落札者が個人の場合は、個人名を非公開とし、落札金額のみを公開します。 

 

（本要領掲載後に入札参加予定者全体へ周知が必要となった事項の周知について） 

第３６ 本要領を県ホームページに掲載後、売却に係る条件等、入札参加者予定者全体

へ周知すべきと県が判断した事項が生じた場合は、令和７年２月３日（月）までに県

ホームページにて公開します。 

 

（入札の中止等） 

第３７ 入札物件は、事情により予告なく入札を変更し、又は入札を中止することがあ

ります。なお、この場合、入札参加に要した費用（調査費等）は補償しません。 


























